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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脂肪族ジオール単位と脂肪族ジカルボン酸単位とからなる脂肪族系ポリエステル（Ａ）
及び芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）を含有する樹脂組成物を有するフィルムであり、
該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）の含有質量比（ａ
／ｂ）が１０／９０～９０／１０の範囲であり、引き裂き強度が５（Ｎ／ｍｍ）以上で、
かつ、引っ張り破断伸びが３００％以上であり、該樹脂組成物１００質量部に対して、澱
粉が５質量部～６０質量部含有されたものであることを特徴とするフィルム。
【請求項２】
　該樹脂組成物が、
脂肪族系ポリエステル（Ａ）、及び、
脂肪族ジカルボン酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジ
オール単位とを含み、芳香族ジカルボン酸のジカルボン酸全体に対する割合が４０モル％
～６０モル％である芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）、及び／又は、
脂肪族ジカルボン酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジ
オール単位とを含み、芳香族ジカルボン酸のジカルボン酸全体に対する割合が７０モル％
～９０モル％である芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）、を含有し、
該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）の含有質量比（ａ
／ｂ）が１０／９０～９０／１０の範囲であり、かつ、
該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の、「該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂
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肪族系ポリエステル（Ｂ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の合計」に対する含有
質量比（ｃ／（ａ＋ｂ＋ｃ））が０～０．５の範囲である、請求項１に記載のフィルム。
【請求項３】
　該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）が、その一部がスルホン化された芳香族ジカルボ
ン酸単位を有するものである請求項２に記載のフィルム。
【請求項４】
　該脂肪族ジカルボン酸単位が鎖状脂肪族ジカルボン酸単位である請求項１ないし請求項
３の何れかの請求項に記載のフィルム。
【請求項５】
　該樹脂組成物１００質量部に対して、無機充填剤が１質量部～３０質量部含有されたも
のである請求項１ないし請求項４の何れかの請求項に記載のフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、力学特性に優れたポリエステルを含有するフィルムに関するものであり、更
には、自然環境下において分解性を有し、力学特性に優れ、成形性や、成形体としたとき
の表面性等に優れたフィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、各種食品、薬品、雑貨用等の液状物や粉粒物、固形物の包装用資材、農業用資材
、建築資材等幅広い用途において、紙、プラスチックフィルム、アルミ箔等が用いられて
いる。特にプラスチックフィルムは強度、耐水性、成形性、透明性、コスト等において優
れており、袋や容器として、多くの用途で使用されている。現在これらの用途に使用され
ているプラスチックとしては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化
ビニル、ポリエチレンテレフタレート等がある。しかしながら、上記プラスチックからな
るフィルムは、自然環境下においては生分解若しくは加水分解しないか、又は分解速度が
極めて遅いために、使用後埋設処理された場合は土中に残存したり、投棄された場合は景
観を損ねたりすることがある。また、焼却処理された場合でも、有害なガスを発生したり
、焼却炉を傷めたりする等の問題がある。
【０００３】
　そこで上記問題を解決する手段として、生分解性を有する材料を用いた研究が数多くな
されてきた。生分解性材料の代表例としては、ポリ乳酸、ポリブチレンサクシネート、ポ
リブチレンスクシネートアジペートといった脂肪族系ポリエステルやポリブチレンアジペ
ートテレフタレートといった芳香族脂肪族共重合ポリエステル系樹脂、スルホン化された
芳香族基を含む芳香族脂肪族共重合ポリエステル等が知られている。
【０００４】
　ポリブチレンスクシネート、ポリブチレンスクシネートアジペートといった脂肪族ジカ
ンルボン酸単位と脂肪族ジオール単位を有する脂肪族系ポリエステルは、結晶化速度が速
く、成形性は良好であるが、フィルムの引き裂き強度や、引っ張り破断伸びが不十分な場
合がある（特許文献１）。
【０００５】
　一方、ポリブチレンアジペートテレフタレートといった芳香族ジカルボン酸単位、脂肪
族ジカルボン酸単位及び脂肪族ジオール単位を有する芳香族脂肪族共重合ポリエステル系
樹脂（特許文献２）や、スルホン酸金属塩を含んだ芳香族脂肪族共重合ポリエステル樹脂
（特許文献３）が開示されている。これらは十分な生分解性を発現するためには芳香族単
位の合間に脂肪族単位が存在することが必要となるが、このような材料は結晶化速度が遅
く、成形性に問題がある場合がある。また、成形品表面がべたつくため、インフレフィル
ムにおける口開き特性が悪いが、アンチブロッキング剤等を配合すると不透明感が出たり
する。また、この材料は十分に柔軟ではあるが、引っ張り強度が弱く、いわゆる腰のない
フィルムとなってしまう。



(3) JP 5218724 B2 2013.6.26

10

20

30

40

50

【０００６】
　これらを解決する手法として、芳香族ジカルボン酸を構成単位として含む生分解可能な
ポリマーと脂肪族ポリエステルとからなる樹脂組成物及び該組成物から得られる成形体が
開示されている（特許文献４参照）。しかしながら、この実施例において用いられている
脂肪族ポリエステルはポリエチレンスクシネートであるため、結晶化速度が遅く成形性が
悪い場合がある。また、芳香族カルボン酸を必須構成単位として含む生分解可能なポリマ
ーについては、芳香族ジカルボン酸成分を減らすと融点の低下等を招き、脂肪族ポリエス
テルの劣った成形性を該生分解可能なポリマーで補うことができなくなるとの理由から、
生分解性を犠牲にするにも関わらず芳香族ジカルボン酸成分が相当量導入されたポリマー
を用いている。
【０００７】
【特許文献１】特開平８－２３９４６１号公報
【特許文献２】特表２００１－５００９０７号公報
【特許文献３】特開２００４－３３１９６７号公報
【特許文献４】特開２００５－０１５６０６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は上記背景技術に鑑みてなされたものであり、その課題は、力学特性に優れたポ
リエステル系樹脂を含有するフィルムを得ること、更には、自然環境下において分解性を
有し、成形性や、成形体としたときの表面性に優れたポリエステル系樹脂を含有するフィ
ルムを得ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記の課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、結晶性及び成形性の優れ
た脂肪族系ポリエステルと、芳香族脂肪族共重合系ポリエステルとにつき鋭意検討を行っ
た結果、特定組成とすることにより、生分解性と力学特性の両方を兼備するフィルムを与
えるポリエステル系樹脂組成物が得られることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、
脂肪族ジオール単位と脂肪族ジカルボン酸単位とからなる脂肪族系ポリエステル（Ａ）及
び芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）を含有する樹脂組成物を有するフィルムであり、
該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）の含有質量比（ａ
／ｂ）が１０／９０～９０／１０の範囲であり、
引き裂き強度が５（Ｎ／ｍｍ）以上で、かつ、
引っ張り破断伸びが３００％以上であり、該樹脂組成物１００質量部に対して、澱粉が５
質量部～６０質量部含有されたものであることを特徴とするフィルムを提供するものであ
る。
【００１１】
　また、本発明は、
上記の組成物が、
脂肪族系ポリエステル（Ａ）、及び、
脂肪族ジカルボン酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジ
オール単位とを含み、芳香族ジカルボン酸のジカルボン酸全体に対する割合が４０モル％
～６０モル％である芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）、及び／又は、
脂肪族ジカルボン酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジ
オール単位とを含み、芳香族ジカルボン酸のジカルボン酸全体に対する割合が７０モル％
～９０モル％である芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）、を含有し、
該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）の含有質量比（ａ
／ｂ）が１０／９０～９０／１０の範囲であり、かつ、
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該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の、「該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂
肪族系ポリエステル（Ｂ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の合計」に対する含有
質量比（ｃ／（ａ＋ｂ＋ｃ））が０～０．５の範囲である、上記のフィルムを提供するも
のである。
【００１２】
　また、本発明は、
該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）が、それに含まれる芳香族ジカルボン酸単位の一部
がスルホン化された芳香族ジカルボン酸単位を有するものである上記のフィルムを提供す
るものである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、脂肪族系ポリエステルと特定の構造を有する芳香族脂肪族系ポリエス
テルとを特定の割合で混合することにより、力学特性に優れ、自然環境下において分解性
を有し、成形性や、成形体としたときの表面性に優れたフィルムを提供することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明について説明するが、本発明は以下の実施の具体的形態に限定されるもの
ではなく、本発明の技術的範囲内で任意に変形したものも含まれる。
【００１５】
＜脂肪族系ポリエステル（Ａ）＞
　本発明において、脂肪族系ポリエステル（Ａ）とは、分子中に芳香族環を実質的に有さ
ないポリエステルをいう。脂肪族系ポリエステル（Ａ）を具体的に示すと、例えば、下記
式（１）で表される鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジオ－ル単位、並びに、下記式（２）で
表される鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジカルボン酸単位からなるものである。
　－Ｏ－Ｒ１－Ｏ－　　　　　　（１）
［式（１）中、Ｒ１は２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式炭化水素基を
示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　－ＯＣ－Ｒ２－ＣＯ－　　　　（２）
［式（２）中、Ｒ２は２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式炭化水素基を
示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
【００１６】
　式（１）、式（２）において、「２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式
炭化水素基」の「及び」とは、構成成分の１分子中に２価の鎖状脂肪族炭化水素基と２価
の脂環式炭化水素基の両方を含んでいてもよいという意味である。また、以下、「鎖状脂
肪族及び／又は脂環式」を、単に「脂肪族」と略記する場合がある。
【００１７】
　式（１）のジオール単位を与える脂肪族ジオール成分は特に限定はないが、炭素数３～
１０個の脂肪族ジオール成分が好ましく、炭素数４～６個の脂肪族ジオール成分が特に好
ましい。具体的には、例えば、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１
，４－シクロヘキサンジメタノール等が挙げられ、中でも１，４－ブタンジオールが特に
好ましい。脂肪族ジオール成分は２種類以上を用いることもできる。
【００１８】
　式（２）のジカルボン酸単位を与える脂肪族ジカルボン酸成分は特に限定はないが、炭
素数２～１０個の脂肪族ジカルボン酸成分が好ましく、炭素数４～８個の脂肪族ジカルボ
ン酸成分が特に好ましい。脂肪族ジカルボン酸成分の具体例としては、例えば、コハク酸
、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカン二酸等が挙げられ、中でもコハク酸又
はアジピン酸が特に好ましい。脂肪族ジカルボン酸成分は２種類以上を用いることもでき
る。
【００１９】
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　更に、本発明における脂肪族系ポリエステル（Ａ）には、脂肪族オキシカルボン酸単位
が含有されていてもよい。脂肪族オキシカルボン酸単位を与える脂肪族オキシカルボン酸
の具体例としては、例えば、乳酸、グリコール酸、２－ヒドロキシ－ｎ－酪酸、２－ヒド
ロキシカプロン酸、６－ヒドロキシカプロン酸、２－ヒドロキシ３，３－ジメチル酪酸、
２－ヒドロキシ－３－メチル酪酸、２－ヒドロキシイソカプロン酸等、又はこれらの低級
アルキルエステル若しくは分子内エステルが挙げられる。これらに光学異性体が存在する
場合には、Ｄ体、Ｌ体又はラセミ体の何れでもよく、形態としては固体、液体又は水溶液
であってもよい。これらの中で特に好ましいものは、乳酸又はグリコール酸である。これ
ら脂肪族オキシカルボン酸は単独でも、２種以上の混合物としても使用することもできる
。
【００２０】
　上記脂肪族オキシカルボン酸の量は、脂肪族系ポリエステル（Ａ）を構成する全構成成
分中、下限が通常０モル％以上、好ましくは、０．０１モル％以上であり、上限が通常、
３０モル％以下、好ましくは２０モル％以下である。
【００２１】
　また、本発明の脂肪族系ポリエステル（Ａ）は、「３官能以上の脂肪族多価アルコール
」、「３官能以上の脂肪族多価カルボン酸又はその酸無水物」又は「３官能以上の脂肪族
多価オキシカルボン酸」を共重合すると、得られる脂肪族系ポリエステル（Ａ）の溶融粘
度を高めることができるため好ましい。
【００２２】
　３官能の脂肪族多価アルコールの具体例としては、トリメチロールプロパン、グリセリ
ン等が挙げられ、４官能の脂肪族多価アルコールの具体例としては、ペンタエリスリトー
ル等が挙げられる。これらは単独でも２種以上混合して使用することもできる。
【００２３】
　３官能の脂肪族多価カルボン酸又はその酸無水物の具体例としては、プロパントリカル
ボン酸又はその酸無水物が挙げられ、４官能の多価カルボン酸又はその酸無水物の具体例
としては、シクロペンタンテトラカルボン酸又はその酸無水物等が挙げられる。これらは
単独でも２種以上混合して使用することもできる。
【００２４】
　また、３官能の脂肪族オキシカルボン酸成分は、（ｉ）カルボキシル基が２個とヒドロ
キシル基が１個を同一分子中に有するタイプと、（ii）カルボキシル基が１個とヒドロキ
シル基が２個のタイプとに分かれ、何れのタイプも使用可能である。具体的には、リンゴ
酸等が好ましく用いられる。また、４官能の脂肪族オキシカルボン酸成分は、（ｉ）３個
のカルボキシル基と１個のヒドロキシル基とを同一分子中に共有するタイプ、（ii）２個
のカルボキシル基と２個のヒドロキシル基とを同一分子中に共有するタイプ、（iii）３
個のヒドロキシル基と１個のカルボキシル基とを同一分子中に共有するタイプとに分かれ
、何れのタイプも使用可能である。具体的には、クエン酸、酒石酸等が挙げられる。これ
らは単独でも２種以上混合して使用することもできる。
【００２５】
　このような３官能以上の化合物の量は、脂肪族系ポリエステル（Ａ）を構成する全構成
成分中、下限は、通常０モル％以上、好ましくは０．０１モル％以上であり、上限は、通
常５モル％以下、好ましくは２．５モル％以下である。
【００２６】
　本発明で使用する脂肪族系ポリエステル（Ａ）は、公知の方法で製造することができる
。例えば、上記の脂肪族ジカルボン酸成分と脂肪族ジオール成分とのエステル化反応及び
／又はエステル交換反応を行った後、減圧下での重縮合反応を行うといった溶融重合の一
般的な方法や、有機溶媒を用いた公知の溶液加熱脱水縮合方法によっても製造することが
できるが、経済性や製造工程の簡略性の観点から、無溶媒下で行う溶融重合でポリエステ
ルを製造する方法が好ましい。
【００２７】
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　また、重縮合反応は、重合触媒の存在下に行うことが好ましい。重合触媒の添加時期は
、重縮合反応以前であれば特に限定されず、原料仕込み時に添加しておいてもよく、減圧
開始時に添加してもよい。重合触媒としては、一般には、周期表で、水素、炭素を除く１
族～１４族金属元素を含む化合物である。具体的には、チタン、ジルコニウム、錫、アン
チモン、セリウム、ゲルマニウム、亜鉛、コバルト、マンガン、鉄、アルミニウム、マグ
ネシウム、カルシウム、ストロンチウム、ナトリウム及びカリウムからなる群から選ばれ
た、少なくとも１種以上の金属を含むカルボン酸塩、アルコキシ塩、有機スルホン酸塩又
はβ－ジケトナート錯体等の有機基を含む化合物、更には前記した金属の酸化物、ハロゲ
ン化物等の無機化合物、又はそれらの混合物が挙げられる。
【００２８】
　これらの中では、チタン、ジルコニウム、ゲルマニウム、亜鉛、アルミニウム、マグネ
シウム又はカルシウムを含む金属化合物、並びにそれらの混合物が好ましく、その中でも
、特に、チタン化合物又はゲルマニウム化合物が好ましい。また、触媒は、重合時に溶融
又は溶解した状態であると重合速度が高くなる理由から、重合時に液状であるか、エステ
ル低重合体やポリエステルに溶解する化合物が好ましい。
【００２９】
　これらの重合触媒として金属化合物を用いる場合の触媒添加量は、生成するポリエステ
ルに対する金属量として、下限値が通常、５ｐｐｍ以上、好ましくは１０ｐｐｍ以上であ
り、上限値が通常、３００００ｐｐｍ以下、好ましくは１０００ｐｐｍ以下、より好まし
くは２５０ｐｐｍ以下、特に好ましくは１３０ｐｐｍ以下である。使用する触媒量が多す
ぎると、経済的に不利であるばかりでなくポリマーの熱安定性が低くなるのに対し、逆に
少なすぎると重合活性が低くなり、それに伴いポリマー製造中にポリマーの分解が誘発さ
れやすくなる。
【００３０】
　ジカルボン酸成分とジオール成分とのエステル化反応及び／又はエステル交換反応の反
応温度は、下限が通常１５０℃以上、好ましくは１８０℃以上、上限が通常２６０℃以下
、好ましくは２５０℃以下である。反応雰囲気は、通常、窒素、アルゴン等の不活性ガス
雰囲気下である。反応圧力は、通常、常圧～１０ｋＰａであるが、常圧が好ましい。反応
時間は、通常１時間以上であり、上限は通常１０時間以下、好ましくは、４時間以下であ
る。
【００３１】
　その後の重縮合反応は、圧力を、下限が通常０．００１×１０３Ｐａ以上、好ましくは
０．０１×１０３Ｐａ以上であり、上限が通常１．４×１０３Ｐａ以下、好ましくは０．
４×１０３Ｐａ以下の真空度として行う。この時の反応温度は、下限が通常１５０℃以上
、好ましくは１８０℃以上であり、上限が通常２６０℃以下、好ましくは２５０℃以下の
範囲である。反応時間は、下限が通常２時間以上であり、上限が通常１５時間以下、好ま
しくは１０時間以下である。
【００３２】
　本発明においてポリエステルを製造する反応装置としては、公知の縦型あるいは横型撹
拌槽型反応器を用いることができる。例えば、溶融重合を同一又は異なる反応装置を用い
て、エステル化及び／又はエステル交換の工程と減圧重縮合の工程の２段階で行い、減圧
重縮合の反応器としては、真空ポンプと反応器を結ぶ減圧用排気管を具備した攪拌槽型反
応器を使用する方法が挙げられる。また、真空ポンプと反応器とを結ぶ減圧用排気管の間
には、凝縮器が結合されており、該凝縮器にて縮重合反応中に生成する揮発成分や未反応
モノマーが回収される方法が好んで用いられる。
【００３３】
　本発明において、目的とする重合度のポリエステルを得るためのジオール成分とジカル
ボン酸成分とのモル比は、その目的や原料の種類により好ましい範囲は異なるが、酸成分
１モルに対するジオール成分の量が、下限が通常０．８モル以上、好ましくは、０．９モ
ル以上であり、上限が通常１．５モル以下、好ましくは１．３モル以下、特に好ましくは
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１．２モル以下である。また、生分解性に影響を与えない範囲で、ウレタン結合、アミド
結合、カーボネート結合、エーテル結合等を導入することができる。
【００３４】
　本発明に用いられる脂肪族系ポリエステル（Ａ）は十分に結晶化速度が高いものであり
、示差走査熱量計測定において１０℃／分で冷却した際の結晶化に基づく発熱ピークの半
値幅が、通常、１５℃以下、好ましくは１０℃以下、特に好ましくは８℃　以下である。
示差走査熱量計測定は、例えばパーキンエルマー社製ＤＳＣ７を用い、１０ｍｇのサンプ
ルを、流量５０ｍＬ／分の窒素気流下で加熱溶融させた後、１０℃／分の速度で冷却し、
結晶化に伴う発熱ピークを記録することにより実施される。
【００３５】
　本発明に用いられる脂肪族系ポリエステル（Ａ）のメルトフローインデックス（ＭＦＲ
）は、１９０℃、２．１６ｋｇで測定した場合、下限が通常、０．１ｇ／１０分以上であ
り、上限が、通常１００ｇ／１０分以下、好ましくは５０ｇ／１０分以下、特に好ましく
は３０ｇ／１０分以下である。
【００３６】
　本発明の製造方法の途中又は得られるポリエステルには、特性が損なわれない範囲にお
いて各種の添加剤、例えば熱安定剤、酸化防止剤、結晶核剤、難燃剤、帯電防止剤、離型
剤及び紫外線吸収剤等を重合時に添加してもよい。
【００３７】
＜芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）＞
　本発明において使用される芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）とは、脂肪族ジカルボン
酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジオール単位とを含
むものであり、芳香族ジカルボン酸単位の含量が、脂肪族ジカルボン酸単位と芳香族ジカ
ルボン酸単位の全量に対し、５モル％以上６０モル％以下であるものをいう。なお、以下
、「鎖状脂肪族及び／又は脂環式」を、単に「脂肪族」と略記する場合がある。具体的に
は、例えば、下記式（３）で表される脂肪族ジオ－ル単位、下記式（４）で表される脂肪
族ジカルボン酸単位、及び、下記式（５）で表される芳香族ジカルボン酸単位を必須成分
とするものである。
【００３８】
　　－Ｏ－Ｒ３－Ｏ－　　　　　　（３）
［式（３）中、Ｒ３は２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式炭化水素基を
示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　　－ＯＣ－Ｒ４－ＣＯ－　　　　（４）
［式（４）中、Ｒ４は直接結合を示すか、２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の
脂環式炭化水素基を示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　　－ＯＣ－Ｒ５－ＣＯ－　　　　（５）
［式（５）中、Ｒ５は２価の芳香族炭化水素基を示し、共重合されている場合には１種に
限定されない。］
【００３９】
　式（３）のジオール単位を与えるジオール成分は、炭素数が通常２以上１０以下のもの
であり、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオ
ール、１，４－シクロヘキサンジメタノール等が挙げられ、この中でも炭素数２以上４以
下のジオールが好ましい。この中でもエチレングリコール、１，４－ブタンジオールがよ
り好ましく、１，４－ブタンジオールが特に好ましい。
【００４０】
　式（４）のカルボン酸単位を与えるジカルボン酸成分は、炭素数が通常２以上１０以下
のものであり、例えば、脂肪族ジカルボン酸成分の具体例としては、コハク酸、アジピン
酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカン二酸等が挙げられ、中でもコハク酸又はアジピン
酸が好ましい。
【００４１】
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　式（５）の芳香族ジカルボン酸単位を与える芳香族ジカルボン酸成分としては、例えば
、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸等が挙げられ、中でもテレフタ
ル酸、イソフタル酸が好ましく、テレフタル酸が特に好ましい。
【００４２】
　本発明において使用される芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）において生分解性を発現
させるためには芳香環の合間に脂肪族鎖が存在することが必要である。そのため、芳香族
脂肪族系ポリエステル（Ｂ）中の芳香族ジカルボン酸単位の量は、脂肪族ジカルボン酸単
位と芳香族ジカルボン酸単位の全量に対し、５モル％以上が必須であるが、好ましくは　
３０モル％以上、より好ましくは４０モル％以上であり、特に好ましくは４５モル％以上
である。また、上限については、６０モル％以下が必須であるが、５５モル％以下が好ま
しい。この量が少なすぎると脂肪族系ポリエステル（Ａ）との組成物とした際、引き裂き
強度等の力学強度改良効果が低くなる場合がある。また多すぎると生分解性が不十分とな
る場合がある。
【００４３】
　なお、脂肪族ジカルボン酸成分、脂肪族ジオール成分及び芳香族ジカルボン酸成分は、
それぞれ２種類以上を用いることもできる。
【００４４】
　更に、本発明における芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）には、脂肪族オキシカルボン
酸単位が含有されていてもよい。脂肪族オキシカルボン酸単位を与える脂肪族オキシカル
ボン酸の具体例としては、乳酸、グリコール酸、２－ヒドロキシ－ｎ－酪酸、２－ヒドロ
キシカプロン酸、６－ヒドロキシカプロン酸、２－ヒドロキシ３，３－ジメチル酪酸、２
－ヒドロキシ－３－メチル酪酸、２－ヒドロキシイソカプロン酸、又はこれらの混合物等
が挙げられる。更に、これらの低級アルキルエステル又は分子内エステルであってもよい
。これらに光学異性体が存在する場合には、Ｄ体、Ｌ体又はラセミ体の何れでもよく、形
態としては固体、液体又は水溶液であってもよい。これらの中で好ましいものは、乳酸又
はグリコール酸である。これら脂肪族オキシカルボン酸は単独でも、２種以上の混合物と
しても使用することもできる。
【００４５】
　この脂肪族オキシカルボン酸の量は、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）を構成する全
構成成分中、下限が通常０モル％以上、好ましくは０．０１モル％以上であり、上限が通
常３０モル％以下、好ましくは２０モル％以下である。
【００４６】
　芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）は、上記脂肪族系ポリエステル（Ａ）と同様の製法
により製造することができる。
【００４７】
　本発明に用いられる芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）のメルトフローインデックス（
ＭＦＲ）は、１９０℃、２．１６ｋｇで測定した場合、下限が通常０．１ｇ／１０分以上
であり、上限が通常１００ｇ／１０分以下、好ましくは５０ｇ／１０分以下、特に好まし
くは３０ｇ／１０分以下である。
【００４８】
　本発明においては、該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（
Ｂ）の含有質量比（ａ／ｂ）は１０／９０～９０／１０の範囲であることが好ましく、２
０／８０～７０／３０の範囲であることが特に好ましい。該芳香族脂肪族系ポリエステル
（Ｂ）の量が少なすぎると、引き裂き強度等の力学強度改良効果が低くなる場合がある。
また多すぎると成形体表面がべたつき、例えばインフレフィルムの口開き性が悪くなる場
合がある。
【００４９】
　芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）のポリエステル系樹脂組成物中における質量割合は
、脂肪族系ポリエステル（Ａ）及び芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）及び芳香族脂肪族
系ポリエステル（Ｃ）の合計１００質量部に対し、下限が５質量部以上、好ましくは１０
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質量部以上、特に好ましくは２０質量部以上であり、上限が９０質量部以下、好ましくは
８０質量部以下、特に好ましくは７０質量部以下である。この量が少なすぎると引き裂き
強度等の力学強度改良効果が低くなる傾向がある。また多すぎると成形体表面がべたつき
、例えばインフレフィルムの口開き性が悪くなる傾向がある。
【００５０】
＜芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）＞
　本発明において使用される芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）とは、脂肪族ジカルボン
酸単位と、芳香族ジカルボン酸単位と、鎖状脂肪族及び／又は脂環式ジオール単位とを含
み、芳香族ジカルボン酸のジカルボン酸全体に対する割合が６０モル％より大きいものを
いう。なお、以下、「鎖状脂肪族及び／又は脂環式」を、単に「脂肪族」と略記する場合
がある。
【００５１】
　具体的には、例えば、下記式（６）～式（９）で表される構成成分を含むポリエステル
として表すことができる。
　　－Ｏ－Ｒ６－Ｏ－　　　　　　　（６）
［式（６）中、Ｒ６は２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式炭化水素基を
示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　　－Ｏ－（Ｒ７－Ｏ）ｎ－　　　　（７）
［式（７）中、Ｒ７は２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の脂環式炭化水素基を
示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　　－ＯＣ－Ｒ８－ＣＯ－　　　　　（８）
［式（８）中、Ｒ８は直接結合を示すか、２価の鎖状脂肪族炭化水素基及び／又は２価の
脂環式炭化水素基を示し、共重合されている場合には１種に限定されない。］
　　－ＯＣ－Ｒ９－ＣＯ－　　　　　（９）
［式（９）中、Ｒ９は２価の芳香族炭化水素基を示し、共重合されている場合には１種に
限定されない。］
【００５２】
　例えば上記式（６）で表される脂肪族ジオ－ル単位は、炭素数が通常２以上１０以下の
ものであり、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタン
ジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール等が挙げられ、この中でも炭素数２以上
４以下のジオールが好ましい。更にこの中でもエチレングリコール、１，４－ブタンジオ
ールがより好ましく、エチレングリコールが特に好ましい。
【００５３】
　また、上記式（７）で表されるジオ－ル単位は、脂肪族エーテル単位を含んでいるもの
である。具体的にはジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリ
コール、ポリプロピレングリコール、ポリ１，３－プロパンジオール、ポリテトラメチレ
ングリコール等が挙げられ、好ましくはポリエチレングリコール、トリエチレングリコー
ル、ジエチレングリコール等であり、より好ましくはジエチレングリコール又はポリエチ
レングリコールである。ｎは１～１０００であることが好ましく、より好ましくは１～１
００である。
【００５４】
　また、上記式（６）で表される脂肪族ジオ－ル単位と、上記式（７）で表されるジオ－
ル単位の比は、モル比で８０／２０～１００／０が好ましく、特に好ましくは９０／１０
～９９／１である。
【００５５】
　上記式（８）で表される脂肪族ジカルボン酸単位を与える脂肪族ジカルボン酸成分は、
炭素数が好ましくは２以上１０以下のものであり、具体例としては、例えば、コハク酸、
グルタル酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカン二酸等が挙げられ、中でも
コハク酸、グルタル酸がより好ましく、グルタル酸が特に好ましい。
【００５６】
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　式（９）の芳香族ジカルボン酸単位を与える芳香族ジカルボン酸成分としては、例えば
、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸等が挙げられる。また、それら
の芳香環の一部がスルホン酸塩で置換されている芳香族ジカルボン酸が挙げられる。
【００５７】
　すなわち、上記式（９）で表される芳香族ジカルボン酸単位のＲ９は、芳香環の一部が
スルホン酸塩で置換されていてもよい。上記式（９）の芳香族ジカルボン酸単位を与える
芳香族ジカルボン酸成分としては、テレフタル酸、イソフタル酸又はそのスルホン酸置換
体が特に好ましい。スルホン酸置換体の具体例は、例えば、２－スルホテレフタル酸塩、
２－スルホイソフタル酸塩、４－スルホイソフタル酸塩、５－スルホイソフタル酸塩等が
好ましいものとして挙げられ、中でも４－スルホイソフタル酸塩又は５－スルホイソフタ
ル酸塩がより好ましく、５－スルホイソフタル酸塩が特に好ましい。塩としてはアルカリ
金属塩が好ましく、中でもカリウム塩又はナトリウム塩がより好ましく、ナトリウム塩が
特に好ましい。
【００５８】
　上記式（９）中のＲ９の全芳香族ジカルボン酸単位中、スルホン酸アルカリ塩で置換さ
れている芳香族ジカルボン酸単位の割合は、０．０１モル％以上２０モル％以下が好まし
く、０．１モル％以上１０モル％以下がより好ましく、０．５モル％以上５モル％以下が
特に好ましい。また、上記式（９）中のスルホン酸アルカリ塩で置換されている芳香族ジ
カルボン酸の、本発明の芳香族脂肪族ポリエステル（Ｃ）中における全ジカルボン酸に対
する割合は０．０１モル％以上２０モル％以下が好ましく、０．１モル％以上１０モル％
以下がより好ましく、０．５モル％以上５モル％以下が特に好ましい。
【００５９】
　芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）では、上記式（９）で表される芳香族ジカルボン酸
のジカルボン酸全体（（８）＋（９））に対する割合は、６０モル％より大きいことが必
須であるが、７０モル％～９０モル％であることが好ましく、７５モル％～８５モル％で
あることが特に好ましい。
【００６０】
　本発明に用いられる芳香族脂肪族ポリエステル（Ｃ）のメルトフローインデックス（Ｍ
ＦＲ）は、２３０℃、２．１６ｋｇで測定した場合、下限が通常０．１ｇ／１０分以上で
あり、上限が通常１００ｇ／１０分以下、好ましくは５０ｇ／１０分以下、特に好ましく
は３０ｇ／１０分以下である。
【００６１】
　上記芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の、「該脂肪族系ポリエステル（Ａ）と該芳香
族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）と該芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の合計」に対する
含有質量比（ｃ／（ａ＋ｂ＋ｃ））は０～０．５の範囲が好ましく、０．０１～０．４の
範囲がより好ましく、０．０５～０．３５の範囲が特に好ましく、０．１～０．３の範囲
が更に好ましい。上記芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の量が少なすぎると、引き裂き
強度、引っ張り破断伸び等の力学強度改良効果が低くなる場合がある。また多すぎると引
っ張り破断伸びが低下したり、耐衝撃性が低下したり、生分解性が低下する場合がある。
【００６２】
＜無機充填剤＞
　本発明のフィルムに含有される樹脂組成物には、無機充填剤を配合させることが好まし
い。かかる無機充填剤としては、無水シリカ、雲母、タルク、酸化チタン、炭酸カルシウ
ム、ケイ藻土、アロフェン、ベントナイト、チタン酸カリウム、ゼオライト、セピオライ
ト、スメクタイト、カオリン、カオリナイト、ガラス、石灰石、カーボン、ワラステナイ
ト、焼成パーライト、「珪酸カルシウム、珪酸ナトリウム等の珪酸塩」、酸化アルミニウ
ム、炭酸マグネシウム、「水酸化カルシウム等の水酸化物」、炭酸第二鉄、酸化亜鉛、酸
化鉄、リン酸アルミニウム、硫酸バリウム等が挙げられる。これらは１種を単独で用いて
もよく、２種以上を混合して使用してもよい。
【００６３】
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　本発明のフィルムに含有される無機充填剤の量は特に限定はないが、該樹脂組成物１０
０質量部に対して、無機充填剤が１質量部～３０質量部が好ましく、３質量部～２０質量
部がより好ましく、５質量部～１５質量部が特に好ましい。無機充填剤が少な過ぎる場合
は、機械物性改良効果が少なくなる場合があり、一方、多すぎる場合は、成形性及び耐衝
撃性が悪化する場合がある。
【００６４】
　無機充填剤の中には、炭酸カルシウムや石灰石のように、土壌改良剤の性質を持つもの
もあり、これらの無機充填剤を特に多量に含む樹脂組成物を土壌に投棄すれば、樹脂組成
物が生分解後に、無機充填剤は残存して、土壌改良剤としても機能する。農業資材、土木
資材のように、土壌中に投棄するような用途の場合には、化成肥料、土壌改良剤、植物活
性剤のようなものを添加したポリエステルを成形品とすることは、本発明のポリエステル
の有用性を高めることになる。
【００６５】
＜有機充填剤＞
　有機充填剤としては、生澱粉、加工澱粉、パルプ、キチン・キトサン質、椰子殻粉末、
竹粉末、樹皮粉末、ケナフや藁等の粉末等が挙げられる。これらは１種を単独で用いても
よく、２種以上を混合して使用してもよい。樹脂組成物中の有機充填剤の含有量は、樹脂
組成物１００質量部に対して、６０質量％以下が好ましい。
【００６６】
　本発明においては、有機充填剤としては、生澱粉、加工澱粉等の澱粉が、引き裂き強度
改良効果が高い点で好ましい。澱粉は、前記樹脂組成物１００質量部に対して、５質量部
～６０質量部含有されることが好ましく、１０質量部～４０質量部含有されることがより
好ましく、１５質量部～３０質量部含有されることが特に好ましい。澱粉が少な過ぎると
、引き裂き強度改良効果が低い場合があり、一方、多すぎると、吸湿性が高く製品寿命が
短くなる場合がある。澱粉を含有させた場合、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）を含有
していなくても、引き裂き強度、引っ張り破断伸び等の力学強度向上の効果がある。
【００６７】
＜各種添加剤＞
　本発明における樹脂組成物には、更に、従来公知の各種添加剤を配合することができる
。添加剤としては、例えば、結晶核剤、酸化防止剤、アンチブロッキング剤、紫外線吸収
剤、耐光剤、可塑剤、熱安定剤、着色剤、難燃剤、離型剤、帯電防止剤、防曇剤、表面ぬ
れ改善剤、焼却補助剤、顔料、滑剤、分散助剤や各種界面活性剤、スリップ剤、防曇剤、
加水分解防止剤等が挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合し
て使用してもよい。これらの中で特にスリップ剤、アンチブロッキング剤は配合した方が
好ましい。
【００６８】
　防曇剤はあらかじめ樹脂に防曇剤に練りこんでもよいし、成形後、成形品表面に塗布し
てもよい。使用する防曇剤は具体的には、炭素数４以上２０以下の飽和又は不飽和脂肪族
カルボン酸と多価アルコールのエステル系界面活性剤が好ましく用いられる。スリップ剤
としては、炭素数６～３０の不飽和脂肪酸からなる不飽和脂肪酸アマイド、不飽和脂肪酸
ビスアマイドが挙げられるが、最も好ましくはエルカ酸アマイドが挙げられる。
【００６９】
　アンチブロッキング剤としては、炭素数６～３０の飽和脂肪酸アマイド、飽和脂肪酸ビ
スアマイド、メチロールアマイド、エタノールアマイド、天然シリカ、合成シリカ、合成
ゼライト、タルク等が挙げられる。
【００７０】
　光安定剤としては具体的には、例えば、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピ
ペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セ
バケート、ビス（１－オクチルオキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
）セバケート、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－ｎ－ブ
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チル－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）マロネート、２－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－ｎ－ブチル－ビス（１，２，２，
６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）マロネート、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチル－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジル）マロネート、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）
－２－ｎ－ブチル－ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）マロネ
ート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４
－ブタンテトラカルボキシレート、テトラキス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ミックスド（２，２
，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル／トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテト
ラカルボキシレート、ミックスド（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル
／トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ミックスド｛２，２
，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル／β，β，β’，β’－テトラメチル－３，９
－〔２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５．５］ウンデカン〕ジエチル｝－１，２
，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ミックスド｛１，２，２，６，６－ペンタメ
チル－４－ピペリジル／β，β，β’，β’－テトラメチル－３，９－〔２，４，８，１
０－テトラオキサスピロ［５．５］ウンデカン〕ジエチル｝－１，２，３，４－ブタンテ
トラカルボキシレート、１，２－ビス（３－オキソ－２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジル）エタン、１－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－１
，１－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルオキシカルボニル）ペンタ
ン、ポリ〔１－オキシエチレン（２，２，６，６－テトラメチル－１，４－ピペリジル）
オキシスクシニル〕、ポリ〔２－（１，１，４－トリメチルブチルイミノ）－４，６－ト
リアジンジイル－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノヘキサメチ
レン－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ〕、Ｎ，Ｎ
′－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン－２，４－ビス〔Ｎ－ブチル－Ｎ－（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ〕－６－クロロ－１，３，５－
トリアジン縮合物及びそのＮ－メチル化合物、コハク酸と１－（２－ヒドロキシエチル）
－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンとの重縮合物等が挙げられ
る。
【００７１】
　これらの中で、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケー
ト、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチル－ビス
（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）マロネートが特に好ましい。
【００７２】
　本発明のフィルムに添加してもよい紫外線吸収剤としては、ベンゾフェノン系、ベンゾ
トリアゾール系、サリチル酸系、シアノアクリレート系等の紫外線吸収剤の中で、ベンゾ
トリアゾール系紫外線吸収剤が好ましく、具体的には、２－〔２－ヒドロキシ－３，５－
ビス（α、α－ジメチルベンジル）フェニル]－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（４，
６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－ヘキシルオキシ－フェノー
ルが挙げられる。
【００７３】
　本発明のフィルムに添加してもよい酸化防止剤としては、ＢＨＴ、２，２’－メチレン
ビス(４-メチルー６－ｔ－ブチルフェノール)、ペンタエリスリトールテトラキス［３－
（３，５－ジ－tert－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、３，３’，
３”，５，５’，５”－ヘキサ－ｔｅｒｔ－ブチル－ａ，ａ’，ａ”－（メシチレン－２
，４，６－トリイル）トリ－ｐ－クレゾール、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、１，３，５－トリス［（４－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－キシリル）メチル］－１，３，５－トリアジ
ン－２，４，６（１Ｈ、３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１
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Ｈ、３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、カルシウムジエチルビス［［３，５－ビス（１，１－ジメ
チルエチル）－４－ヒドロキシフェニル］メチル］ホスホネート、ビス（２，２’－ジヒ
ドロキシ－３，３’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－５，５’－ジメチルフェニル）エタン、Ｎ
，Ｎ’－ヘキサン－１，６－ジイルビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル）－４－
ヒドロキシフェニル］プロピオンアミド等のヒンダードフェノール系酸化防止剤、トリデ
シルホスファイト、ジフェニルデシルホスファイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルフェニル）［１，１－ビフェニル］－４，４’―ジイルビスホスフォナイト、ビ
ス［２，４－ビス（１，１－ジメチルエチル）－６－メチルフェニル］エチルエステル亜
リン酸、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスフ
ァイト等のリン系酸化防止剤、３－ヒドロキシ－５，７－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－フラン
-２－オンとキシレンの反応性生物等のラクトン系酸化防止剤、ジラウリルチオジプロピ
オネート、ジステアリルチオジプロピオネート等の硫黄系酸化防止剤及びこれらの２種以
上の混合物などが例示できる。この中でもヒンダードフェノール系酸化防止剤が好適に用
いられる。
【００７４】
　好ましいヒンダードフェノール系酸化防止剤としてはイルガノックス３７９０、イルガ
ノックス１３３０、イルガノックス１０１０、イルガノックス１０７６、イルガノックス
３１１４、イルガノックス１４２５ＷＬ、イルガノックス１０９８、イルガノックスＨＰ
２２２５ＦＬ、イルガノックスＨＰ２３４１、イルガフォスＸＰ－３０（以上、チバ・ス
ペシャルティ・ケミカルズ社製）、スミライザーＢＢＭ－Ｓ（住友化学社製）が用いられ
る。最も好ましい酸化防止剤はイルガノックス３７９０（１，３，５－トリス［（４－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－キシリル）メチル］－１，３，５－トリアジ
ン－２，４，６（１Ｈ、３Ｈ，５Ｈ）－トリオン）、イルガノックス１３３０（３，３’
，３”，５，５’，５”－ヘキサ－ｔｅｒｔ－ブチル－ａ，ａ’，ａ”－（メシチレン－
２，４，６－トリイル）トリ－ｐ－クレゾール）が用いられる。
【００７５】
　これらの添加剤の添加量は、樹脂組成物全体中の含有量として、通常０．００１質量％
～１０質量％である。添加量の下限は、好ましくは０．０１質量％、更に好ましくは０．
１質量％である。添加量の上限は好ましくは５質量％、更に好ましくは３質量％である。
また、本発明の樹脂組成物には、機能性添加剤として、鮮度保持剤、抗菌剤等を配合する
こともできる。
【００７６】
　末端封止剤として、カルボジイミド化合物、エポキシ化合物、オキサゾリン化合物など
が挙げられるが、その中でもカルボジイミド化合物が好適に用いられる。
【００７７】
＜カルボジイミド化合物＞
　本発明において、主に大気中の水分等による加水分解を抑制する目的で、カルボジイミ
ド化合物を好適に用いることができる。用いられるカルボジイミド化合物は、分子中に１
個以上のカルボジイミド基を有する化合物（ポリカルボジイミド化合物を含む）であり、
このようなカルボジイミド化合物は、例えば触媒として有機リン系化合物又は有機金属化
合物を用いて、イソシアネート化合物を７０℃以上の温度で、無溶媒又は不活性溶媒中で
脱炭酸縮合反応させることにより合成することができる。
【００７８】
　上記のカルボジイミド化合物の内、モノカルボジイミド化合物としては、ジシクロヘキ
シルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボジイミド、ジメチルカルボジイミド、ジイソ
ブチルカルボジイミド、ジオクチルカルボジイミド、ｔ－ブチルイソプロピルカルボジイ
ミド、ジフェニルカルボジイミド、ジ－ｔ－ブチルカルボジイミド、ジ－β－ナフチルカ
ルボジイミド等を例示することができる。これらの中では、工業的に入手が容易であるの
で、ジシクロヘキシルカルボジイミドやジイソプロピルカルボジイミドが好ましい。
またポリカルボジイミド化合物としては、例えば米国特許第２９４１９５６号明細書、特
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公昭４７－３３２７９号公報、Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．２８巻、ｐ２０６９－２０７５（
１９６３）、及びＣｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗ　１９８１、８１巻、第４号、ｐ．６
１９～ｐ．６２１等に記載された方法により製造したものを用いることができる。
【００７９】
　ポリカルボジイミド化合物の製造原料である有機ジイソシアネートとしては、例えば脂
肪族ジイソシアネート、芳香族ジイソシアネート、脂環族ジイソシアネートやこれらの混
合物を挙げることができる。具体的には、ヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族ジ
イソシアネート、２，６－ジイソプロピルフェニルジイソシアネート、１，３，５－トリ
イソプロピルベンゼン－２，４－ジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソ
シアネート、４，４’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、１，３－フェニレ
ンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシ
アネート、２，６－トリレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネートと２
，６－トリレンジイソシアネートとの混合物、キシリレンジイソシアネート、テトラメチ
ルキシリレンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート等の芳香族ジイソ
シアネート、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート
、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、メチルシクロヘキサンジイソ
シアネート等の脂環式ジイソシアネートが挙げられる。
【００８０】
　これらのポリカルボジイミド化合物の合成時には、モノイソシアネートやその他の末端
イソシアネート基と反応可能な活性水素含有化合物を用いて、所望の重合度に制御するこ
ともできる。このような目的に用いられる化合物としては、フェニルイソシアネート、ト
リルイソシアネート、ジメチルフェニルイソシアネート、シクロヘキシルイソシアネート
、ブチルイソシアネート、ナフチルイソシアネート等のモノイソシアネート化合物、メタ
ノール、エタノール、フェノール、シクロヘキサノール、Ｎ－メチルエタノールアミン、
ポリエチレングリコールモノメチルエーテル、ポリプロピレングリコールモノメチルエー
テル等の水酸基含有化合物、ジエチルアミン、ジシクロヘキシルアミン、β－ナフチルア
ミン、シクロヘキシルアミン等のアミノ基含有化合物、コハク酸、安息香酸、シクロヘキ
サン酸等のカルボキシル基含有化合物、エチルメルカプタン、アリルメルカプタン、チオ
フェノール等のメルカプト基含有化合物、及び種々のエポキシ基含有化合物等を例示する
ことができる。
【００８１】
　本発明においては、ポリカルボジイミド化合物を用いることが好ましく、その重合度は
、下限が２以上、好ましくは４以上であり、上限が通常４０以下、好ましくは、２０以下
である。この重合度が大きすぎると、組成物中における分散性が不十分となり、例えばイ
ンフレフィルムにおいて外観不良の原因になる場合がある。
【００８２】
　有機ジイソシアネートの脱炭酸縮合反応に用いられるカルボジイミド化触媒としては、
有機リン系化合物や一般式Ｍ（ＯＲ）ｎで示される有機金属化合物（但し、Ｍはチタン、
ナトリウム、カリウム、バナジウム、タングステン、ハフニウム、ジルコニウム、鉛、マ
ンガン、ニッケル、カルシウムやバリウム等の金属原子を、Ｒは炭素原子数１～２０のア
ルキル基又は炭素原子数６～２０のアリール基を示し、ｎは金属原子Ｍが取り得る原子価
を示す）が好適である。中でも、有機リン系化合物ではホスフォレンオキシド類が、有機
金属化合物ではチタン、ハフニウム、ジルコニウムのアルコシド類が、活性が高く好まし
い。
【００８３】
　ホスフォレンオキシド類の具体例としては、３－メチル－１－フェニル－２－ホスフォ
レン－１－オキシド、３－メチル－１－エチル－２－ホスフォレン－１－オキシド、１，
３－ジメチル－２－ホスフォレン－１－オキシド、１－フェニル－２－ホスフォレン－１
－オキシド、１－エチル－２－ホスフォレン－１－オキシド、１－メチル－２－ホスフォ
レン－１－オキシド及びこれらの二重結合異性体を例示することができる。中でも工業的
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に入手が容易な３－メチル－１－フェニル－２－ホスフォレン－１－オキシドが特に好ま
しい。
【００８４】
　カルボジイミド化合物は単独又は複数の化合物を混合して使用することができる。本発
明のポリエステル系樹脂組成物へのカルボジイミド化合物の配合量は、ポリエステル樹脂
組成物の合計量１００質量部あたり、下限が通常０．０１質量部以上、好ましくは０．０
５質量部以上、特に好ましくは０．１質量部以上、上限が通常１０質量部以下、好ましく
は５質量部以下、特に好ましくは３質量部以下である。配合量が少なすぎると、加水分解
抑制効果が不十分となる傾向があり、多すぎると添加効果は飽和し、添加量の増加に見合
う効果が得られない。
【００８５】
　カルボジイミド化合物は、後述する組成物の調製時に添加してもよいし、脂肪族系ポリ
エステル（Ａ）、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）又は芳香族脂肪族系ポリエステル（
Ｃ）のうちの１種類又は２種類のポリエステルに練り混み、成形時に他の成分とドライブ
レンドすることによって樹脂組成物の全成分と混合して成形してもよい。あるいは、脂肪
族系ポリエステル（Ａ）及び／又は芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）で高濃度のカルボ
ジイミドのマスターバッチを調整し、成形時にカルボジイミド化合物が所定濃度となるよ
うに、脂肪族系ポリエステル（Ａ）及び／又は芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）をドラ
イブレンドして希釈してもよい。
【００８６】
＜その他の成分＞
　本発明のフィルムには、本発明の効果を阻害しない範囲で他の生分解性樹脂、例えば、
ポリ乳酸、ポリカプロラクトン、ポリアミド、ポリビニルアルコール、セルロースエステ
ル等や澱粉、セルロース、紙、木粉、キチン・キトサン質、椰子殻粉末、クルミ殻粉末等
の動物／植物物質微粉末又はこれらの混合物を配合することができる。
【００８７】
＜混練・成形方法＞
　混練方法：本発明において、従来公知の混合／混練技術は全て適用できる。混合機とし
ては、水平円筒型、Ｖ字型、二重円錐型混合機やリボンブレンダー、スーパーミキサーの
ようなブレンダー、また各種連続式混合機等を使用できる。また、混練機としては、ロー
ルやインターナルミキサーのようなバッチ式混練機、一段型、二段型連続式混練機、二軸
スクリュー押し出し機、単軸スクリュー押し出し機等を使用できる。
【００８８】
　本発明における、脂肪族系ポリエステル（Ａ）、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）、
芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）を含有する樹脂組成物の調製方法は、特に限定されな
いが、ブレンドした原料チップを同一の押出機で溶融混合する方法、各々別々の押出機で
溶融させた後に混合する方法等が挙げられる。また、各々の原料チップを直接成形機に供
給して樹脂組成物を調整すると同時に、その成形体を得ることも可能である。脂肪族系ポ
リエステル（Ａ）、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｂ）、芳香族脂肪族ポリエステル（Ｃ
）の組成物を加熱溶融させたところに、各種添加剤、無機充填剤、有機充填剤、上記「そ
の他の成分」、他のポリエステル等を添加して配合する方法等が挙げられる。また、この
際、前記の各種添加剤を均一に分散させる目的で、ブレンド用オイル等を使用することも
できる。
【００８９】
　成形方法：本発明における樹脂組成物は、汎用プラスチックに適用される各種成形法に
より成形に供することができる。その成形法としては例えば、圧縮成形（圧縮成形、積層
成形、スタンパブル成形）、射出成形、押し出し成形や共押し出し成形（インフレ法やＴ
ダイ法によるフィルム成形、ラミネート成形、パイプ成形、電線／ケーブル成形、異形材
の成形）、中空成形（各種ブロー成形）、カレンダー成形、発泡成形（溶融発泡成形、固
相発泡成形）、固体成形（一軸延伸成形、二軸延伸成形、ロール圧延成形、延伸配向不織
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布成形、熱成形（真空成形、圧空成形）、塑性加工）、粉末成形（回転成形）、各種不織
布成形（乾式法、接着法、絡合法、スパンボンド法等）等が挙げられる。
【００９０】
　本発明においては、上記組成物は、特に押し出し成形、射出成形体、発泡成形体、中空
成形体、具体的な形状としては、フィルム、容器及び繊維への適用が好ましい。
【００９１】
　また、これらの成形品には、化学的機能、電気的機能、磁気的機能、力学的機能、摩擦
／磨耗／潤滑機能、光学的機能、熱的機能、生体適合性等の表面機能等の付与を目的とし
て、各種合目的的二次加工を施すことも可能である。二次加工の例としては、エンボス加
工、塗装、接着、印刷、メタライジング（めっき等）、機械加工、表面処理（帯電防止処
理、コロナ放電処理、プラズマ処理、フォトクロミズム処理、物理蒸着、化学蒸着、コー
ティング等）等が挙げられる。
【００９２】
＜物性＞
　本発明のフィルムは、引き裂き強度が５（Ｎ／ｍｍ）以上であることが必須である。好
ましくは、７（Ｎ／ｍｍ）以上、特に好ましくは９（Ｎ／ｍｍ）以上である。「引き裂き
強度」は、ＪＩＳ　Ｋ７１２８に準拠して測定したＭＤの「エレメンドルフ引き裂き強度
」をいう。ＭＤとは成型機から押し出された樹脂の流れに平行な方向である。
【００９３】
　本発明のフィルムは、引っ張り破断伸びが３００％以上であることが必須である。好ま
しくは３５０（％）以上、特に好ましくは４００（％）以上である。「引っ張り破断伸び
」は、ＪＩＳ　Ｋ６７８１に準拠した引っ張り試験により測定した。ＭＤの引っ張り破断
伸びをいう。ＭＤとは成型機から押し出された樹脂の流れに平行な方向である。
【００９４】
＜用途＞
　本発明のフィルムは、自然環境下における分解性を有しつつ、成形性、成形体の表面特
性及び力学特性に優れたものであるため、各種食品、薬品、雑貨用等の液状物や粉粒物、
固形物の包装用資材、農業用資材、建築資材等幅広い用途において好適に用いられる。そ
の具体的用途としては、射出成形品（例えば、生鮮食品のトレーやファーストフードの容
器、野外レジャー製品等）、押出成形品（フィルム、例えば釣り糸、漁網、植生ネット、
保水シート等）、中空成形品（ボトル等）等が挙げられ、更にその他農業用のフィルム、
コーティング資材、肥料用コーティング材、ラミネートフィルム、板、延伸シート、モノ
フィラメント、不織布、フラットヤーン、ステープル、捲縮繊維、筋付きテープ、スプリ
ットヤーン、複合繊維、ブローボトル、発泡体、ショッピングバッグ、ゴミ袋、コンポス
ト袋、化粧品容器、洗剤容器、漂白剤容器、ロープ、結束材、衛生用カバーストック材、
保冷箱、クッション材フィルム、マルチフィラメント、合成紙、医療用として手術糸、縫
合糸、人工骨、人工皮膚、マイクロカプセル等のＤＤＳ、創傷被覆材等が挙げられる。
【００９５】
　更に、トナーバインダー、熱転写用インキバインダー等の情報電子材料、電気製品筐体
、インパネ、シート、ピラー等の自動車内装部品、バンパー、フロントグリル、ホイール
カバー等の自動車外装構造材料等の自動車部品等に使用できる。より好ましくは包装用資
材、例えば、包装用フィルム、袋、トレー、ボトル、緩衝用発泡体、魚箱等、及び、農業
用資材、例えば、マルチングフィルム、トンネルフィルム、ハウスフィルム、日覆い、防
草シート、畦シート、発芽シート、植生マット、育苗床、植木鉢等が挙げられる。
【実施例】
【００９６】
　以下に本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない限
り、これらの実施例により限定されるものではない。
【００９７】
＜引き裂き強度の測定方法＞
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　ＪＩＳ　Ｋ７１２８に準拠してエレメンドルフ引き裂き強度を測定した。本発明におけ
る「引き裂き強度」とは「ＭＤ」でのエルメンドルフ引き裂き強度を示す。
【００９８】
＜降伏強度、破断強度、引っ張り破断伸びの測定方法＞
ＪＩＳ　Ｋ６７８１に準拠した引っ張り試験により測定した。本発明における「引っ張り
破断伸び」は「ＭＤ」での引っ張り破断伸びである。
【００９９】
＜生分解の試験方法＞
　成形したフィルム（厚さ３５μｍ）を園芸用土中に埋め、５０℃、９０％の恒温恒湿槽
中で１ヶ月間放置した後、取り出し質量を測定し、質量減少率を求めた。
【０１００】
合成例１
［芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）の合成］
　芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）として、スルホン酸塩で置換した芳香族基を含む芳
香族脂肪族ポリエステル（ＰＥＧＴ系樹脂）を以下のように合成した。
　攪拌装置、窒素導入口、加熱装置、温度計及び減圧口を備えた反応容器に、テレフタル
酸ジメチル８１．５質量部、グルタル酸９．２５質量部、イソフタル酸ジメチル－５－ス
ルホン酸ナトリウム２．６８質量部、エチレングリコール４３．７質量部、チタンテトラ
ブチレート０．０１質量部、酢酸マグネシウム４水和物０．０７４質量部を仕込んだ。容
器内容物を攪拌下、容器内に窒素ガスを導入し、減圧置換によって系内を窒素雰囲気下に
した。次に、系内を攪拌しながら１８５℃に昇温し、この温度で４５分反応させた。次に
、１時間３０分かけて２２０℃に昇温した。その後、１時間かけて２６０℃まで昇温する
と同時に、１時間３０分かけて０．０７×１０３Ｐａ以下になるように減圧し、加熱減圧
状態を保持したまま重合を継続し、所定の粘度になったところで重合を終了し、共重合体
を得た。
【０１０１】
実施例１～１７
　表１に示す質量比で、脂肪族系ポリエステル（Ａ）としてＰＢＳ系樹脂（三菱化学社製
ＡＺ９１ＴＮ）及び／又はＰＢＳＡ系樹脂（三菱化学社製ＡＤ９２ＷＮ）、芳香族脂肪族
系ポリエステル（Ｂ）としてＰＢＡＴ系樹脂（ＢＡＳＦ社製Ｅｃｏｆｌｅｘ（登録商標）
）、芳香族脂肪族系ポリエステル（Ｃ）としてＰＥＧＴ系樹脂（上記合成例１で得られた
スルホン酸塩で置換した芳香族基を含む芳香族脂肪族ポリエステル系樹脂）、並びに、必
要に応じてタルク（日本タルク社製ＳＧ９５）若しくは澱粉（日本コーンスターチ製：コ
ーンスターチ　Ｙ－３Ｐ）を添加し、二軸押出し機で混練した。
【０１０２】
　混練したペレットを７０℃で、窒素下、１０時間乾燥を行った。乾燥後のペレットを１
９０℃でインフレ成形し、３５μｍの厚さの強靭な引き裂き強度を示すフィルムを得た。
評価結果を表１に示す。
【０１０３】
比較例１～６
　表１に示す質量比で、ＰＢＳ樹脂（三菱化学社製ＡＺ９１ＴＮ）及び／又はＰＢＳＡ樹
脂（三菱化学社製ＡＤ９２ＷＮ）、ＰＢＡＴ樹脂（ＢＡＳＦ社製Ｅｃｏｆｌｅｘ）、ＰＥ
ＧＴ系樹脂（上記合成例１で得られたスルホン酸塩で置換した芳香族基を含む芳香族脂肪
族ポリエステル系樹脂）のペレットを、二軸押出し機で混練した。
【０１０４】
　混練したペレットを７０℃で、窒素下、１０時間乾燥を行った。乾燥後のペレットを１
６０℃（比較例６のみは２００℃）でインフレ成形し、３５μｍの厚さのフィルムを得た
。評価結果を表１に示す。フィルムの引き裂き強度は非常に弱かった。
【０１０５】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１０６】
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　本発明のフィルムは、力学特性、生分解性、成形性や成形体としたときの表面性に優れ
ているため、各種食品、薬品、雑貨用等の液状物や粉粒物、固形物の包装用資材、農業用
資材、建築資材等に広く利用されるものである。
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